
東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 本事業は、日々の生産活動において必要不可欠であるエネルギー価格が高騰しているな

か、エネルギー消費量の削減と生産性向上を図るため、あらかじめ本市が指定する生産設備を

更新（入替）により導入する市内企業の取組を促進することを目的とする。 

２ 本事業は、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、東大阪市補助

金等交付規則（平成元年東大阪市規則第１３号）及びこの要綱に定めるところによる。  

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）中小企業者 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項に規定する

者 

（２）製造業者 日本標準産業分類の製造業のうち履歴事項全部証明書に製造、加工等の記載が

ある企業 

（３）ファブレス企業 日本標準産業分類の卸売業のうち履歴事項全部証明書に「製品・商品の

企画」「製品・商品の設計」「製品・商品の開発」の記載がある企業 

（補助対象者）  

第３条 この要綱による補助金（以下「本補助金」という。）の交付を受けることができる者（以下

「補助対象者」という。）は次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）中小企業等経営強化法に基づき、本市から令和７年４月以降に先端設備等導入計画の認定

を受けた中小企業者のうち製造業者又はファブレス企業であること。 

（２）本補助金申請日の時点において市税の滞納がないこと。 

（３）本補助金申請日の時点において、申請日の属する会計年度内にすでに本補助金の交付決定

を受けていないこと。 

（４）本事業により市内において設置する補助対象設備の所有者であり、その補助対象設備の処

分制限期間、継続的に使用する者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者（以下「暴力団等」という。）は、

対象外とする。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団 

（２）東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力

団密接関係者 

３ 市長は、本補助金の交付を受ける補助対象者が暴力団等であるかどうかについて必要に応じ

て警察署長の意見を聴くことができる。 

（補助対象事業） 

第４条 本補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市内で既に事業活動を営



んでいる工場・事業所等において現在使用している設備を本市が指定する補助対象設備に更新す

る事業であり、下記要件をすべて満たすものとする。 

（１）導入する設備が、一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII）の「省エネルギー投資促進支

援事業補助金」の対象となる「生産設備」に該当していること。 

（２）導入する設備は令和７年４月以降に先端設備等導入計画の認定を受けた設備であること。 

（３）導入する設備に対して、交付決定日の属する年度中に国（独立行政法人等を含む）や府な

ど他の機関が実施する他の補助金等（公募要領に定めるものを除く。）の交付がないこと。 

（４）交付決定日から交付決定日の属する年度の３月末日までに導入から支払までを完了するこ

と。 

（５）現在使用している既存設備を更新して省エネルギー化を図ること。 

（６）更新前後で、使用用途が同じであること。 

（７）中古品ではないこと。 

２ 市内間の工場の移転、集約及び既存の事業所を移設する際に既設の設備を更新する場合も対

象とする。 

（補助対象経費）  

第５条 本補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は交付決定日から交付決定日

の属する年度の３月末日までに設備等の導入に伴う設備費であって市長が必要と認めるものと

する。ただし、交付決定日以前に発生した補助対象経費であっても、交付決定日前の実施につい

てあらかじめ事前着手承認申請書（様式第１号）を提出し、事前着手決定通知書（様式第２号）

により承認決定されたものについてはこの限りでない。 

２ 消費税及び地方消費税に相当する額は、補助対象経費から除くものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じた金額又は３００万円のいずれか低い金額

（千円未満切捨て）とする。 

（補助金交付の申請）  

第７条 補助対象者は、補助金の交付を申請しようとするときは、交付申請書（様式第３号）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）先端設備等導入計画認定申請書の写し 

（２）先端設備等導入計画認定書の写し 

（３）直近３か月以内に発行した履歴事項全部証明書、開業届、又は青色申告決算書のうちい

ずれかの写し 

（４）直近３か月以内に発行した滞納のない証明書（市税） 

（５）写真（既存設備の設置状況等が分かるもの） 

（６）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、本補助金の申請があった場合には、当該申請に係る書類を審査し、本補助金の交

https://sii.or.jp/setsubi06r/search/maker?tab=maker&category=craft#search
https://sii.or.jp/setsubi06r/search/maker?tab=maker&category=craft#search


付が適当であると認めたときは、交付決定通知書（様式第４号）により、また補助金の交付が不

適当であると認めたときは、不交付決定通知書（様式第５号）により交付申請者に通知するもの

とする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、必要に応じて条件を付すことができるものと

する。 

（申請の取下げ） 

第９条 申請者は、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付申請取下げ書（様式

第６号）を提出しなければならない。 

（変更の承認申請）  

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が当該補助事業の変

更承認を受けようとするときは、変更承認申請書（様式第７号）に次に掲げる書面を添えて市

長に提出しなければならない。  

（１）先端設備等導入計画変更に係る認定申請書の写し 

（２）先端設備等導入計画変更に係る認定通知書の写し  

（３）その他市長が必要と認める書類  

（変更の承認決定）  

第１１条 市長は、補助事業者より前条の変更承認申請があった場合は、申請に係る変更等の内

容を審査し、変更の承認をするときには、変更承認通知書（様式第８号）により通知するもの

とする。  

（実績報告）  

第１２条 補助事業者は、補助事業（設備導入）が完了した日から起算して１４日を経過した日

又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに実績報告書

（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。  

（１）納品書、請求書、領収書の写し  

（２）写真（設置した設備等が分かるもの）  

（３）その他市長が必要と認める書類  

（補助金額の確定）  

第１３条 市長は、前条の実績報告を受けた場合において、その報告書が補助金の交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査し、適合すると認めたとき

は、交付確定通知書（様式第１０号）により通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第１４条 補助事業者は、前条の通知を受領した日から起算して１４日を経過する日までに交付

請求書（様式第１１号）を提出しなければならない。  

（状況報告等） 

第１５条 補助事業者は本補助事業終了後３年間、本市が行うフォローアップ調査に回答しなけ

ればならない。 



（財産の処分の制限） 

第１６条 本補助金により取得した機械装置等については、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間を経過するまでは、補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、移動し、貸付け、承継、又は担保に供する処分、及び破棄

（以下「処分等」という。）してはならない。ただし、処分をする場合は、あらかじめ取得財

産処分承認申請書（様式第１２号）を提出し、取得財産処分決定通知書（様式第１３号）によ

り承認決定されたものについてはこの限りではない。 

２ 前項の規定の期間内に処分等を行う場合は、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、当

該処分財産に係る補助金額を限度に返金しなければならない。ただし、天災等による破損、そ

の他の自己の責めに帰すべき事由以外の事由で対象設備を処分する場合は、この限りでない。 

（補助事業の帳簿等の整備）  

第１７条 補助事業者は、本補助金に関する領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの書類を

補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。  

（財産の管理等）  

第１８条 本補助金により取得した財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ること。  

（実地検査）  

第１９条 本補助金を受けた者は、補助対象事業の進捗状況確認のため本市職員が行う実地検査

に協力しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第２０条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他の不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

（２）補助金の交付の決定に付された条件に違反したとき。 

（３）市長が別に定める基準日において、市税を滞納しているとき。 

（４）暴力団等であることが判明したとき。 

（５）その他この要綱に定める条件に違反したとき。 

２ 市長は、前項の場合において、補助対象者が既に補助金の交付を受けているときは、その全

額又は一部の返還を命ずることができる。 

（補則） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１日から施行する。 

  附 則 



この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和７年６月６日から施行する。



様式第１号(第５条関係) 

 

  年  月  日 

 

（宛先）東大阪市長        

（申請者） 

所在地 

名称 

代表者名 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金対象事業事前着手承認申請書 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱に基づき、下記のとおり申請します。 

なお、交付決定前に事前着手が承認された場合であっても、補助金の交付決定を約束するもので

はないと承知しており、不交付決定となっても異議はありません。 

 

記 

 

１．申請年度 

 

２．事業開始が遅れた場合に生じうる影響 

 

３．補助対象経費が発生する日付 

 

４．事前着手の内容 

  



様式第２号(第５条関係) 

 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業対象事業事前着手 

（承認・不承認）決定通知書 

 

 令和 年 月 日付けで申請のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金対象事業事前着手承

認申請について、下記のとおり（承認・不承認）を決定しましたので通知します。 

  

記 

 

１．（承認・不承認）の理由 

 

 

  



様



式



第３号(交付申請書) 

様式第４号(第８条関係) 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付決定通知書 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金については、東大阪市

省エネ設備更新事業補助金交付要綱に基づき、下記の条件を付して交付することを決定したので通

知します。 

 

記 

 

１．交付決定金額             円 

 

 ２．交付条件 

・当該補助事業が予定の期間内に完了しない場合、速やかに市長に報告して、その指示を受

けなければならない。  

・本補助金により取得した機械装置等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間を経過するまでは、補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、承継、移動又は担保に供する処分、及び破棄（以下

「処分等」という。）してはならない。処分等を行った場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡

額）により当該処分財産に係る補助金額を上限として返金しなければならない。 

・本補助金により取得した財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注意を

もって管理するとともに、その効率的な運用を図ること。  

・本補助金に関する領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの書類を補助金の交付を受け

た年度終了後５年間保管すること。 

・本補助事業終了後３年間、本市が行うフォローアップ調査に回答すること。 

・東大阪市技術交流プラザへの登録を行い、事業者紹介ページの保有機械・設備の項目に

導入した設備を掲載すること。 

http://www.techplaza.city.higashiosaka.osaka.jp/index.html


様式第５号(第８条関係) 

 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金不交付決定通知書 

 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金について

は、次の理由により交付できないので通知します。 

 

不交付理由 

 

 

 

 

 



様式第６号(第９条関係) 

 

年 月 日  

（宛先）東大阪市長  

 

（届出者） 

所在地 

名称 

代表者名 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付申請取下げ書 

 

 

令和 年 月 日付けで申請した東大阪市省エネ設備更新事業補助金について、東

大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱の規程に基づき、交付申請を取下げたいの

で届け出ます。 

 

取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号(第１０条関係) 

 

  年  月  日 

（宛先）東大阪市長        

（申請者） 

所在地 

名称 

代表者名 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金の変更承認申請書 

 

 

令和 年 月 日付けで交付決定通知のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金

について、下記のとおり申請内容を変更したいので、東大阪市省エネ設備更新事業補

助金交付要綱の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１．補助対象事業の変更の内容 

 

   ＜変更前＞ 

 

 

   ＜変更後＞ 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金対象事業の変更申請にあたって、次に掲げる事

項を確認しました。 

 

☐ 変更後の補助金交付申請額は、初めに交付決定がなされた際の交付決定金額を上

回ることはできません。 

 

☐ 申請にあたって、本申請書と「（別紙）先端設備等導入計画変更に係る認定通知書」

の写し、その他必要な書類を併せて提出します。 

 

 

 



様式第８号(第１１条関係) 

 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金の変更承認通知書 

 

 

 令和 年 月 日付けで申請のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金の変更承

認申請書について、東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱の規定に基づき、下

記のとおり承認しましたので通知します。 

 

記 

 

１．交付決定金額           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号(実績報告書) 

 



様式第１０号(第１３条関係) 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金確定通知書 

 

 

令和 年 月 日付けで報告のあった東大阪市省エネ設備更新事業補助金について

は、東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱に基づき、下記のとおり確定したの

で通知します。 

 

記 

 

 

補助金確定額            円 

  

 



様式第１１号(交付請求書) 

 



様式第１２号(第１６条関係) 

 

  年  月  日 

（宛先）東大阪市長        

（申請者） 

所在地 

名称 

代表者名 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金取得財産処分承認申請書 

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金交付要綱に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１．申請年度 

 

２．処分の内容 

 

①処分する財産名 

 

②処分の内容（有償(金額)・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日 

処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等） 

 

２．処分理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１３号(第１６条関係) 

 

第  号 

  年  月  日 

 

         様 

 

東大阪市長        

 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金取得財産処分 

（承認・不承認）決定通知書 

 

東大阪市省エネ設備更新事業補助金財産処分承認申請について、下記のとおり（承認・不承認）

を決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．（承認・不承認）の理由 

 

 

 

 

 

  

 


